
　

地
方
分
権
を
積
極
的
に
進
め
、
地
域
の
実
情
に
あ
っ
た
行
政
サ
ー
ビ
ス
を

行
え
る
よ
う
、
税
源
移
譲
が
行
わ
れ
ま
す
。

　

税
源
移
譲
は
、
国
税
（
所
得
税
）
と
地
方
税
（
市
県
民
税
）
の
税
率
を
変

え
る
こ
と
で
、
国
の
税
収
が
減
り
、
地
方
の
税
収
が
増
え
る
こ
と
に
な
り
ま

す
。
お
よ
そ
３
兆
円
の
税
源
が
、
国
か
ら
地
方
へ
移
譲
さ
れ
ま
す
。

※下記の別表①参照。

※下記の別表②参照。

1,800万円超

900万円超～1,800万円以下

695万円超～900万円以下

330万円超～695万円以下

195万円超～330万円以下

195万円以下

３７％

３０％

２０％

１０％

課税所得（総所得－所得控除） 課税所得（総所得－所得控除）改正前

４０％

３３％

２３％

２０％

１０％

５％

改正後 改正前 改正後

200万円以下

200万円超700万円以下

700万円超

（　　　　　）
　５％
市民税３％
県民税２％

（　　　　　）
１０％
市民税８％
県民税２％ （　　　　　）

１０％
市民税６％
県民税４％

（　　　　　）
１３％
市民税10％
県民税３％

○市県民税の合計課税所得金額が20 0万円以下の方
　「人的控除の差の合計額」「市県民税の合計課税所得金額」のいずれか小さい額の５％を減額します。
○市県民税の合計課税所得金額が20 0万円超の方
　「人的控除の差の合計額」から「市県民税の合計課税所得金額ー200万円」を差し引いた額の５％を減額します。
※計算した額が2,500円未満の場合は、2,500円となります。

　ほとんどの方は、１月分から所得税が減り、そのぶん６月分
から市県民税が増えることになります。
　しかし、税源の移し替えなので、「所得税＋住民税」の負担
は基本的には変わりません。
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